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第２章 飯島町の現況と課題 

2-1 飯島町の現況 

2-1-1 位置・地勢 

飯島町は長野県上伊那郡のほぼ中央に

位置し、その大部分は天竜川右岸にありま

す。中央アルプス南駒ヶ岳を背に、東方に

傾斜した地帯であり、天竜川、与田切川、

中田切川などによって段丘が発達した地

形となっています。西側の山岳地域には南

駒ヶ岳、空木岳、越百山などの 3,000ｍ級

の山々が高くそびえ、連なっています。 

中央アルプスと天竜川に挟まれた平坦

な地域は、中田切川や与田切川などよって

形成された扇状地性堆積物に覆われ、天竜

川に向かって緩やかに傾斜した幅広い平

坦地をつくり出しています。また、天竜川

の東側は河川の浸食が進んだ山地となっ

ており、山麓の斜面にはひな壇状に開けた

日曽利地区の集落があります。 

町の西側は中央アルプスを経て木曽郡

大桑村に接し、東側は中川村、南側は飯田

市及び下伊那郡松川町、北側は中田切川を

境に駒ヶ根市に隣接しています。 

 

 

 

                            図 飯島町の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（断面図は、相対的なイメージがとりやすいよう高さを２倍に強調しています。（      

図 地形断面図 



5 
                                       立地適正化計画 

2-1-2 沿革 

飯島町は江戸時代に幕府の陣屋が置かれていた歴史の街です。 

飯島陣屋は江戸時代初め、延宝５（1677）年に設置されたといわれており、伊那郡を中心とする幕府

直轄領（天領）を支配する拠点として置かれました。それ以来幕末にいたるまで続き、明治維新以後は

伊那県庁として使われていました。 

伊那県は、明治４（1871）年 11 月に廃止されましたが、飯島町は江戸時代から明治初期に至る 200

年近い間、信濃の国や伊那県の政治上重要な役割を果たしていました。 

 

表 飯島町の沿革 

原始・古代 各地に集落ができる。 

鎌倉時代 飯島氏の支配のもとに飯島郷の開発が進む。 

江戸時代 
幕府の直轄地を支配した飯島陣屋が置かれる。 

この地方の政治・経済・文化の中心地として栄える。 

明治 8年 1月 23 日 

飯島村、石曽根村、田切村、本郷村の 4か村が合併して飯島村となる。 

一方、七久保耕地は同日、小平・前沢・田島・上片桐・片桐の 5耕地ととも

に 1村扱いを廃止し、合併して片桐村となる。 

明治 14 年 8 月 17 日 
片桐村は、上片桐村・片桐村・七久保村の 3か村に分離し七久保村が発足

する。 

明治 15 年 4 月 5 日 
飯島村から田切及び本郷が分離し、飯島村・田切村・本郷村の 3か村とな

る。 

明治 22 年 4 月 1 日 
市町村制の施行に際し、飯島村・田切村・本郷村の 3か村が合併して「飯

島村」となる。「七久保村」はそのまま新村として発足する。 

昭和 24 年 4 月 1 日 飯島村は南向村の一部日曽利を境界変更により編入する。 

昭和 28 年 2 月 1 日 
七久保村は字三林、字袴ヶ腰、字烏帽子ヶ丘の一部面積 14.5 平方キロメ

ートルを境界変更により隣村上片桐村へ編入する。 

昭和 29 年 1 月 1 日 飯島村は町制を施行し「飯島町」となる。 

昭和 31 年 9 月 30 日 飯島町と七久保村が合併し、新「飯島町」となり現在に至る。 

資料：飯島町HP（町の歴史と歩み） 
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2-1-3 人口 

①（人口の推移 

平成 12（（2000）年以降の本町の人口の推移を見ると、平成 12（（2000）年には 10,895 人でしたが、令

和２（2020）年には 9,004 人まで減少しています。将来の推計では、令和 32（（2050）年には 5,700 人程

度まで減少すると推測されています。 

令和２（2020）年までの年齢３区分別人口の推移を見ると、年少人口（０～14 歳人口）と生産年齢人

口（15～64 歳人口）は一貫して減少しており、少子化や労働力人口の縮小が進んでいます。一方、老年

人口（65 歳以上人口）や 75 歳以上人口は増加を続けており、高齢化が顕著です。将来の推計では、令

和 27（2045）年には年少人口は 531 人（8.5％）、生産年齢人口は 2,747 人（43.9％）、老年人口割合は

2,983 人（47.6％）となり、老年人口が生産年齢人口を上回ると推測されています。また、令和 32（（2050）

年には 75 歳以上人口割合が 30％を超えると想定されています。 

 

 
※平成 27（2015）年及び令和２（2020）年の総人口は年齢不詳を含む。 

資料：国勢調査(H12～R2)、国立社会保障・人口問題研究所「将来の地域別男女階級別人口（令和 5年推計）」 

図 年齢３区分別人口の推移と将来推計 

 

 
資料：国勢調査(H12～R2)、国立社会保障・人口問題研究所「将来の地域別男女階級別人口（令和 5年推計）」 

図 年齢３区分別人口構成比の推移と将来推計 
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 令和２（2020）年から令和 27（2045）年の人口増減数を見ると、町全体で人口減少が進行すると推

測されています。特に、JR飯島駅西側や JR七久保駅西側の用途地域内での減少数が多くなっています。

人口増加が予測されているエリアもありますが、その多くは用途地域外となっています。 

 

 

 資料：【令和２（2020）年】令和２年国勢調査「地域メッシュ統計（250m メッシュ） 

  （      （ 【令和 27（2045）年】国土数値情報「250m メッシュ別将来推計人口（R6 国政局推計）」 

図 人口増減数の推移（令和２（2020）年（→（ 令和 27（2045）年） 
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老年人口（65歳以上人口）割合の推移を見ると、令和２（2020）年は 20～60％未満のエリアが多く

なっていますが、令和 27（（2045）年には 40～80％未満のエリアが増加すると推測されています。また、

老年人口割合が 80％以上になると推測されているエリアも大幅に増加する見通しとなっています。 

 

 

 

資料：【令和２（2020）年】令和２年国勢調査「地域メッシュ統計（250m メッシュ） 

  （       （【令和 27（（2045）年】国土数値情報「250mメッシュ別将来推計人口（（R6 国政局推計）」 

図 老年人口（65 歳以上人口）割合の推移（令和２（2020）年（ →（ 令和 27（2045）年） 

令和２(2020)年 

令和 27(2045)年 
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②（人口密度の推移 

 令和２（2020）年と令和 27（（2045）年の 250mメッシュ別の人口密度を見ると、JR飯島駅周辺や JR

七久保駅周辺などの駅周辺や用途地域内などにおいて、人口密度が減少すると推測されています。 

 

 

 

資料：【令和２（2020）年】令和２年国勢調査「地域メッシュ統計（250m メッシュ） 

  （       （【令和 27（（2045）年】国土数値情報「250mメッシュ別将来推計人口（R6国政局推計）」 

図 人口密度の推移（令和２（2020）年（ →（ 令和 27（2045）年） 

令和２(2020)年 

令和 27(2045)年 
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2-1-4 土地利用 

①（土地利用現況 

本町の土地利用現況を見ると、都市計画区域内（4,608ha）のうち、農地（田・畑）や山林などの自然

的土地利用は全体の 81.5％を占めています。 

また、用途地域内では、都市的土地利用が全体の 75.3％を占め、そのうち宅地（住宅用地・商業用地・

工業用地）は 45.１％となっています。自然的土地利用は 24.7％であり、そのうち農地が 19.9％残存し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：都市計画基礎調査（R7） 

図 土地利用の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 土地利用現況 資料：都市計画基礎調査（R7） 
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②（用途地域の指定状況 

本町の用途地域は、昭和 54（（1979）年３月１日に当初決定され、平成７（1995）年９月 29日に用途

地域区分の細分類による変更決定が行われ、全７種類（総面積 218ha）が指定されています。 

用途地域の面積は、都市計画区域面積（4,608ha）の 4.7％を占めています。 

 

表 飯島町の用途地域区分の内訳 

住居系   系   系 

合計 
第１種 
低層住居 
専用地域 

第１種 
中高層住居 
専用地域 

第１種 
住居地域 

近隣   
地域 

  地域 
準   
地域 

  地域 

12 ha 2  ha    ha 10 ha 3.0 ha 44 ha 57 ha 
218 ha 

104 ha（47.7 ） 13 ha（ .0 ） 101 ha（4 .3 ） 

資料：2024 年（ 長野県の都市計画（資料編 

 

 

資料：飯島町都市計画図 

図 用途地域の指定状況 
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③（新築建物の分布状況 

都市計画区域内における新築建物の件数は、平成 22（（2010）年度から令和６（2024）年度までの 15

年間で 497 件となっています。そのうち、住宅が 386 件と最も多く、全体の 77.7％を占めています。 

250ｍメッシュ別の新築建物の分布状況を見ると、JR飯島駅周辺や JR七久保駅周辺で５～9件メッシ

ュが広がっています。また、用途地域外にも多くの新築建物の拡大が見られ、特に、国道 153 号線沿道

や広域農道沿道、JR七久保駅東側などで件数が多くなっています。 

 
資料：都市計画基礎調査（H27・R2・R７） 

図 新築建物の建築状況 

 

資料：都市計画基礎調査（H27・R2・R7） 

図 新築建物の分布状況（平成 22（2010）年度～令和６（2024）年度の 15 年間） 
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④（空き家・空き店舗の分布状況 

 空き家・空き店舗の件数は、本町全体で 176 戸となっています。地区別に見ると、飯島地区が 84 戸

（47.7％）と最も多く、次いで、七久保地区が 50 戸（28.4％）、田切地区が 25 戸（14.2％）、本郷地区

が 17 戸（9.7％）となっています。 

 250mメッシュ別の空き家・空き店舗の分布状況を見ると、JR飯島駅周辺の用途地域内において 3件

以上のメッシュが広がっています。JR七久保駅西側の用途地域内でも５件以上のメッシュが見られ、都

市のスポンジ化の進行が懸念されます。また、用途地域外にも空き家・空き店舗の分布が見られ、１～

２件のメッシュが町内各所に広がっています。 

 

 

資料：庁内資料、都市計画基礎調査（R7） 

図 地区別の空き家・空き店舗の件数 
 

 

資料：庁内資料、都市計画基礎調査（R7） 

図 空き家・空き店舗の分布状況 

田切

14.2 

飯島

47.7 

本郷

9.7 

七久保

28.4 

0.0 20.0 40.0  0.0 80.0 100.0 

84戸 17戸 50戸25戸



14 
                                       立地適正化計画 

2-1-5 都市施設の分布 

都市施設の分布状況を見ると、介護福祉施設や子育て施設、教育・文化施設は町内各地への分布が見

られますが、その多くは用途地域内に集積して立地しています。飯島町役場は用途地域外に位置してお

り、その周辺には介護福祉施設や医療施設、教育・文化施設が集積して分布しています。金融機関はす

べて用途地域内に立地している一方、商業施設は用途地域内への立地は見られません。 

 

 
 

都市施設 具体的な施設 

行政施設 町役場 

介護福祉施設 地域包括支援センター、高 者福祉施設、障害者福祉施設 など 

子育て施設 子育て支援センター、保育所（保育園）、学童クラブ など 

  施設 スーパー、ホームセンター、ドラッグストア、コンビニエンスストア 

医療施設 診療所、薬局（調剤薬局） 

金融機関 郵便局、銀行、信用金庫、  協同組合 

教育・文化施設 小学校、中学校、図書館、文化館、公民館、スポーツ施設 など 
 

資料：国土数値情報、庁内資料（ほか 

図 都市施設の分布状況 
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2-1-6 道路 

①（自動車交通量 

主要道路の平日（ 24（ 時間交通量を見ると、南北方向では中央自動車道が（ 25,693台／24h（ と最も多く、

（主）飯島飯田線及び伊那中部広域農道も 10,000 台／24h（ を超えています。国道 153 号（伊南バイパ

ス）は 9,317 台／24h の交通量がある一方で、市街地を通過する国道 153 号の区間では 2,820 台／24h

にとどまっています。 

東西方向では、（主）伊那生田飯田線（バイパス）が（ 2,842（ 台／24h、（一）飯島停車場日曽利線が（ 2,229（

台／24h（ となっています。 

 

 
資料：令和３年度全国道路・街路交通情勢調査、令和４年度駒ヶ根市調査 

 

図 主要道路の自動車断面交通量（平日 24 時間） 
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②（自動車保有台数 

自動車保有台数の推移を見ると、令和６（2024）年度は平成 19（2007）年度と比べて約５％減少し

ています。一方で、15歳以上の人口１人あたりの自動車保有台数を見ると増加傾向となっており、長野

県全体よりも高い値で推移しています。 

 

※ここでの人口は、生産年齢人口（15～64 歳）と老年人口（65 歳以上）の総数 

資料：国勢調査（H22・H27・R2）、 

国土交通省（北陸信越運輸局（ 長野運輸支局「長野県の市町村別自動車保有車両数」年度末時点の数値 

 

図 自動車保有台数の推移 
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2-1-7 公共交通 

①（運行エリア 

鉄道は JR飯田線が運行しており、町内には田切駅、飯島駅、伊那本郷駅、七久保駅、高遠原駅の計５

駅があります。 

バスは生活交通の確保と利便性の向上を目的として「いいちゃんバス」が平成 21（（2009）年より運用

されています。路線は、地域線（南部区域・北部区域）と、駒ヶ根市の昭和伊南総合病院から JR飯島駅

を結ぶ病院線で構成されています。地域線（南部区域・北部区域）は予約のあるバス停のみを運行する

デマンド方式、病院線は一部停留所を除いて予約が不要な定時・定路線方式で運行されています。 

用途地域内のほぼ全域が公共交通徒歩圏※となっています。 

 

資料：国土数値情報、都市計画基礎調査（R7）（ほか 

図 公共交通（鉄道・バス）の運行エリア 

 

※（ 公共交通徒歩圏 … 国土交通省「都市構造の評価に関するハンドブック（平成 24（（2014）年８月）」で

は、一般的な徒歩圏は 800m、バス停からの徒歩圏は 300m とされている。そのた

め、本計画では、町内全ての鉄道駅から 800m圏（ 及び（ 町内全てのバス停から 300m

圏を公共交通徒歩圏とした。 
 

種別 徒歩圏 

公共交通 
鉄 駅 鉄 駅から 800m 圏 

バス停 バス停から 300m 圏 
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②（ JR 飯田線の利用者数 

平成 12（2000）年から令和４（2022）年までの１日平均乗車人員数の推移を見ると、伊那本郷駅を

除く町内４駅で減少傾向にあります。町内５駅の令和４（2022）年の一日平均乗車人員数の合計は 433

人であり、平成 12（2000）年（894 人）の半数以下にまで減少しています。 

 

 

資料：長野県統計書 

図 JR 飯田線の１日平均乗車人員数の推移 
 

③（いいちゃんバスの利用者数 

 いいちゃんバスの年間利用者数の推移を見ると、平成 20（（2008）年から平成 26（（2014）年までは一

貫して減少傾向でしたが、その後は横ばい～やや増加傾向となっています。しかし、令和元（2019）年

を境として、再び減少傾向に転じています。 

 

資料：庁内資料 

図 いいちゃんバスの年間利用者数の推移 
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2-1-8 災害 

本町には一級河川の天竜川をはじめとして、天竜川水系の河川が多く位置しています。これらの河川

の沿岸には、1,000 年に１回程度の最大規模での降雨を想定した、想定最大規模（L２）における洪水浸

水想定区域が指定されています。 

また、急傾斜崩壊危険区域や土砂災害特別警戒区域などの土砂災害のおそれのある区域は、町内各所

に分布しています。 

用途地域内においては、概ね洪水浸水想定区域や土砂災害のおそれのある区域の分布は見られません。 

 

 

※（土砂災害のおそれのある区域（ …（ 急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区

域、山地災害危険地区（山腹崩壊危険地区） 

資料：国土数値情報、信州くらしのマップ 

図 災害のおそれのある区域 
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2-1-9 財政 

①（歳入 

平成 12（（2000）年以降の町の歳入額は概ね 50億円前後で推移していましたが、令和２（2020）年に

は 66.9 億円、令和３（2021）年には 71.2 億円まで増加しています。それ以降はやや減少傾向にあるも

のの、60 億円以上の歳入額を保っています。 

町の歳入全体に占める自主財源の割合を見ると、何度か増減はあるものの、概ね 35％前後で推移して

います。 

 

※（ 自主財源 … 地方税など、地方公共団体が自らの権限に基づいて収入を得ることができる財源のこと。 

※（ 依存財源 … 国や県からの交付金や補助金など、外部からの支援によって得られる財源のこと。 
 

資料：総務省（市町村カード（H13～R5）、飯島町行政報告書（H12・R6） 

図 歳入額の推移 

②（歳出 

平成 12（（2000）年以降の町の歳出額は概ね 50億円前後で推移していましたが、令和 3（（2021）年に

は 68.4 億円にまで増加し、それ以降は 60億円前後で推移しています。 

住民 1人あたりの歳出額は、平成 27（（2015）年以前では 50 万円前後でしたが、令和 2（（2020）年に

は 71.6 万円にまで増加しています。 

 

資料：国勢調査（H12～R2）、総務省（市町村カード（H13～R5）、飯島町行政報告書（H12・R6） 

図 歳出額の推移 
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③（財政力指数 

町の財政基盤の強さを示す財政指数は、平成 12（（2000）年から平成 20（（2008）年にかけては増加傾

向にあり、平成 20（（2008）年は 0.49 となっています。しかし、それ以降は減少傾向が見られ、平成 23

（2011）年以降は 0.40 前後でほぼ横ばいとなっており、令和６（2024）年は 0.37 となっています。 
 

 

資料：総務省（市町村カード(H13～R５)、飯島町行政報告書(H12・R６) 

図 財政力指数の推移 

④（公共施設等の更新費用 

 現在までに整備した公共建築物やインフラ施設の多くは、今後一斉に更新時期を迎えます。このまま

公共施設等を全て保有し続けた場合の更新費用の合計は 40 年間で 765.0 億円と推計され、年平均では

19.1 億円かかると試算されています。これは、これまでにかけてきた投資的経費の年平均と比較して約

4.7 倍となっています。 
 

 

出典：飯島町公共施設等総合管理計画（R3.3 改訂） 

図 将来の更新費用の推計（公共建築物及びインフラ施設） 
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2-2 住民意向 

飯島町都市計画マスタープラン改訂及び飯島町立地適正化計画策定に際し、住民意向を反映させた計

画立案を行うため、住民を対象としたアンケート調査とワークショップを実施しました。 

 

2-2-1 アンケート調査 

①（目的 

飯島町都市計画マスタープラン改訂及び飯島町立地適正化計画の策定に際し、住民の現状やこれから

の飯島町のまちづくりに関する意向等を把握し、それらを計画に反映させていくことを目的としました。

また、将来を担う若者の意見も計画に反映させることを目的として、住民アンケートと可能な限り同様

の設問構成で中学生を対象としたアンケートも実施しました。 

 

②（概要 

＜住民アンケート＞ 

調査対象 
令和元（2019）年７月に実施したアンケートの年代別回収 より傾斜配分により抽出

した、住民基本 帳における満 15  上（中学 は除く）の住民 1 500 人 

調査方法 
配布方法：郵送 

回収方法：いいち  ポストへ投函 または ＷＥＢ回答 

調査期間 令和５（2023）年 10 月 19 日（ ）～11月 24 日（金） 

回収状況 有効回収数：527 通（回収 ：35.1 ） 

 

＜中学 アンケート＞ 

調査対象 飯島中学校 ２年 及び３年 （129 名） 

調査方法 
配布方法：「 合的な学習の時間」にて回答フォーム配布 

回収方法：ＷＥＢ回答 

調査期間 令和６（2024）年５月 15日（ ）～７月 19日（金） 

回収状況 有効回収数：94 通（回収 ：72.8 ） 
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③（主なアンケート結果 

＜住民アンケート＞ 

【少子高齢社会に起因する影響への認識】 問 13 

「高齢者の増加により、医療費等の社会保障

費が増える」が69.4％と最も多くなっています。

また、「売上減少により、スーパーや商業施設が

撤退し買い物する場所が無くなる」「若い人が

少なくなり、地域の作業や役割が滞る」「空き

地・空き家が増え、居住環境が悪化する」の項

目も 60％を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人口減少等による影響に対する行政の取り組み方針】 問 14 

 （「移動できる範囲に店舗、病院、公共施設な

どを集め、行政サービスの効率化を図る」が

70.3％と最も多くなっています。 

 一方で、「今よりも税負担が増加しても、行政

サービスを現在のまま維持していく」は 13.5％

にとどまっています。 

 

 

 

 

 

【コンパクトシティ形成に向けた重点施策】 問 15 

 コンパクトシティ形成に向けた施策は、「移

動が少なくても快適に住み続けられるよう、ス

ーパーなどの商業施設や駅、町役場などの近く

に住宅や公共施設を集積させる」が 42.9％と最

も多くなっています。次いで、「既存の循環バス

（いいちゃんバス）を今よりも便利で使いやす

くする」が 35.4％となり、「新たな公共交通の

仕組みを取り入れる（乗合タクシーなど）」の

31.2％を合わせると 66.6％となっています。 
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＜中学生アンケート＞ 

【将来の居住意向】 問７ 

 「どちらかというと住みたい」が 34.0％と最も多く、

「住みたい・帰ってきたい」の 11.7％を合わせると

45.7％となっています。 

 一方で、「どちらかというと住みたくない」と「住みた

くない・帰りたくない」を合わせると 21.3％であり、「ま

だわからない」も 33.0％となっています。 

 

 

 

【少子高齢社会に起因する影響への認識】 問９ 

 （「病院や小中学校、図書館などの公共施設が

維持できなくなる」が 46.8％と最も多く、次い

で、「高齢者が増えて医療などの費用の負担が増

える」が 40.4％、「働き手が減って、人材が不足

する」が 37.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民アンケート（問 13）と中学生アンケート

（問９）を比較すると、中学生は、病院や小中

学校など公共施設の統廃合や高齢者の増加に

よる医療費の増加には関心がある一方、買い物

の場や若者の数の減少、空き家の増加などには

関心が薄い傾向が見られます。 

住民は全般的に高い割合で地域課題を懸念

しており、世代間で課題認識の強さに差がある

ことがわかります。 

 

 

 

 

 

住みたい・

  てきたい

11.7 

どちらかとい と

住みたい

34.0 

どちらかと

い と住み

たくない

17.0 

住みたくない・

 りたくない

4.3 

ま  からない

33.0 

4 .8 

40.4 

37.2 

29.8 

2 .  

25.5 

25.5 

22.3 

13.8 

12.8 

9.  

1.1 

0.0 

0 10 20 30 40 50 

 院や小中学校、図書館などの公共施

設が維持できなくなる

高 者が えて医療などの 用の  

が える

 き が減 て、人 が 足する

  施設がなくなり、 い をする場

所がなくなる

  やバスなどの運行本数、  数が

 なくなる

 い人が減 て、地区の役 をする人

がいなくなる

 き地や き が え、住 境が く

なる

  や上   などを維持するために

   が える

地域の行 など、地域の交 が なく

なる

  や など れた時に直 なくなる

高 者福祉などの ービスが けられ

なくなる

 に  はない

その 

4 .8 

40.4 

37.2 

29.8 

2 .  

25.5 

25.5 

22.3 

13.8 

12.8 

9.  

1.1 

0.0 

4 .3 

 9.4 

44.4 

 9.2 

4 .5 

 5.7 

 1.0 

53.7 

2 .9 

3 .4 

48.3 

1.  

3.3 

0 20 40  0 80 

 院や小中学校、図書館 の公共施

設が 廃合 れる

高 者の  により、医療  の 

 保障 が える

 き の減 により、人  足にな

る

  施設が  し い する場所が

 くなる

  や  バス の運行本数、  

数が なくなる

 い人が なくなり、地域の  や

役割が る

 き地・ き が え、居住 境が

 化する

  など公共施設を維持するために

   が える

 治 など地域の交 がなくなる

  、公園、上    の維持・更

新ができなくなる

高 者福祉 の ービスが 分に提

  れなくなる

 に  はない

その 

中学 

住民



25 
                                       立地適正化計画 

2-2-2 ワークショップ 

①（目的 

飯島町都市計画マスタープラン改訂及び飯島町立地適正化計画の策定に際し、地区ごとの課題や特色、

これからのまちづくりへの要望や課題等を把握し、それらを計画に反映させていくことを目的としまし

た。また、住民の方に計画の概要を説明し、理解を深めていただくことも目的としました。 

②（概要 

開催日 
令和６（2024）年 ８月 17 日（土） 

          ８月 22 日（ ） 

開催場所 飯島町文化館 中ホール 

参 人数 51 人（２日間延べ人数） 

テーマ 

地区の 色や課題 

 ①「私たちの地区 てど なところ ろ 」 

 ②「地区の良いところ・ いところを探してみよ 」 

都市の骨格と施設整備 

 ③「暮らしやすい飯島町になるために必要なものや必要なことは何 ろ 」 
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③（主な住民意向 

＜飯島地区・田切地区＞ 
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＜七久保地区・本郷地区＞ 
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＜飯島町全体＞ 
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2-3 都市計画上の主要課題 

 本町における都市計画上の現状と課題を整理すると、下記のとおりとなります。 

表 都市計画上の現状と課題 

 現 状 課 題 

人口 
 

高 化 
 
地域 

コミュニティ 

・平成 12 （2000）年 降、人口は一貫して減

 している。  
・将来 計では、 に J 飯島駅周辺や J 七

久保駅周辺など用 地域内で人口減 が

進行すると見込まれている。  
・ 年人口（ 5  上人口）割合は  し続

けており、令和 27 （2045）年には  人口

割合を上回ると 測 れている。  
・人口は J 飯島駅周辺や J 七久保駅周辺を

中心に集積している。 

・飯島町人口ビジョンに示 れた将

来展望人口の実現に向け、年 人

口及び  年 人口の転出 制を

図る必要が る。  
・用 地域内の人口減 を 制し、 

活 ービスの維持に必要な適正な

人口密度の確保が必要で る。  
・用 地域外では、人口減 や高 化

が進行する中でも、居住 境の維

持や地域コミュニティの維持が図

られるよ 配慮する必要が る。 

土地利用 
 

都市構造 

・用 地域内においても 地などの  的土

地利用が一定程度 在している。  
・新築建 は、J 飯島駅 ・J 七久保駅周辺の

ほか、国 153 号沿 や広域  沿 など

用 地域外にも多く立地している。  
・ き ・ き  は、用 地域内を中心に

分布しており、都市のスポンジ化が進行し

ている。  
・都市施設の多くは J 飯島駅周辺及び J 七

久保駅周辺に集積している。 

・用 地域内に残 する 地、低未利

用地、 き  を活用し、効 的で

計画的な土地利用を進める必要が

 る。  
・ 後、広範囲に立地した都市機能の

維持は困難になると予想 れるこ

とから、都市の拡散を 制し、コン

パクトで持続可能なまちづくりを

進めることが必要で る。 

   
 

公共交通 
・国 153 号や（主）飯島飯田 の   交

通量が に多くな ている。  
・   保有 数は微減しているものの、15

  上人口１人 たりの保有 数は  

傾向に る。  
・用 地域内の大半は公共交通徒歩圏に含ま

れている。  
・J 飯田 及びいいち  バスの利用者数は

減 傾向に る。 

・高 化の進行を見据え、   に過

度に  しない   境の形成が

必要で る。  
・安 に  できる  ・歩 の整備

を進めるとともに、公共交通の利

便性向上や利用促進を図る必要が

 る。  
・公共交通を軸とした拠点間・地域間

の連携により、  困難者を含め

誰もが  しやすい交通体系を構

築する必要が る。 

災害 
・天竜川沿岸や J 七久保駅北部などにおい

て、想定最大 模（L2）における洪 浸 

想定区域に指定 れている。  
・ 沿いを中心に、土砂災害のおそれの る

区域が町内各所に分布している。 

・災害リスクを踏まえた土地利用や

居住誘導を行い、安 性の高い都

市構造を形成する必要が る。  
・災害ハザードエリアの住民への周

知と防災意識の普及・向上が必要

で る。 

 政 ・ 入に占める 主  の割合は35 前後で

  している。 
 
・住民１人 たりの 出は  傾向に る。 
 
・公共施設やインフラ施設の多くが 後更新

時期を迎え、将来的な更新 用の大幅な 

 が見込まれている。 

・限られた  を有効に活用しなが

ら、公共施設の適正配置や都市機

能の集約を進め、都市構造の 編

を通じて、維持管理コストの 制

と持続可能で健 な行政運営を図

る必要が る。 


